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概 要 本 稿 は,BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 が 提 唱 した 二 重 配 当

仮 説 につ い て 外 部 性 存 在 下 の 最 適 課 税 問 題 か ら考 察 す る。 特 に,Sandmo(2000)及 びCre-

mer6'01.(2001)に よ る外部 性 と消 費 の 相 互 依存 関係(interrelationshipbetweenexter-

nalityandconsumption)を 明 示 的 に モ デ ル に組 み 込 む事 で,需 要 の 環 境 フ ィ ー ドバ ッ ク

(environmentalfeedbackondemand)の 重 要 性 を 指 摘 す る。Sandmo(1975)モ デ ル に

ShinotsukaandSumino(2005)の 一 致 条 件(consisitencycondition)を 明 示 的 に 考 慮 す

る と,(i)需 要 独 立 性(independentdemands),(i)分 離 可 能 な 外 部 性(separableexternali-

ties)の2つ の 制 約 的 な 仮 定 が,環 境 フ ィー ドバ ッ クを 捨 象 す る だ け で な く,二 重 配 当 仮 説

の 検 証 も十 分 に尽 くされ な い 事 を 指 摘 す る。
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Abstract This paper examines the double dividend hypothesis according to the op-

timal tax problem in the presence of externalities. This question was first studied 

by Bovenberg and Mooij (1994) and Fullerton (1997). We explicitly characterize 

the environmental feedback on demand, which expresses the interrelationship be-

tween the externality and the demand for polluting goods considered by Sandmo 

(2000) and Cremer et al. (2001). In setting out the consistency condition by Shino-

tsuka and Sumino (2005), it is standard practice to follow Sandmo (1975) in order 

to employ the two restrictive assumptions: (i) separable externalities; and (ii) inde-

pendent demands. We show that these restrictive assumptions not only ignore the 

feedback on demand, but also cast doubt on the double dividend claim.
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1序 論

外部性存在下での最適課税ルール は,Sandmo(1975)(1)の 最 適課税理論 によって明 らか

にされ た。近年の最適課税の理論か らの展開で は,Sheshinski(2004)で は,外 部不経済

を緩和す る政府支 出 ・投資の問題 も考慮 して いる。 また,労 働 に関す る課税を含 めた形で

Williams(2001)等 が 議論を展開 して いる。近年地球温暖化 による環境問題が大 きな関心

を集 めるとともに,BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 が 外部不経済を

生 む財(以 下,外 部不経済財 と呼ぶ)へ の課税 が二重配 当(double-dividend)効 果 を持

つ可能性 を指摘 し,最 適課税理論の枠組みの 中で環境問題を捉え ると言 う新たな方向性の

議論が展 開されてい る(2)。二 重配 当効果 とは,外 部不 経済財への課税が外部不経済 の抑制

という資源配分の非効率性の回復効果だ けでな く,同 税収が他の税の引 き下 げを可能 にす

るこ とで租税 の歪 みを軽 減す る とい う二 重 の効 果を持つ ことであ る(3)。Myles(1995),

Sheshinski(2004)で は,環 境 外部性(atmosphereexternality)と して,環 境 の質 を

改善す る正の外部性を もた らす資本投資を考慮 して いる。

BovenbergandMooij,Fullerton等 は,二 重配当効果 について,以 下の ような分析を

行 うことで正 当性を吟味 した。 まず,税 収制約 を考 えないfirst-bestの 状 況下で外部不経

済 を内部化 し経済非効率を改善す るピグー税率を基準 とす る。次 に,一 定の税収制約が存

在す る状況下 での外部不経 済財へ の外 部不経済 を考慮 したsecond-bestの 消 費税率 を考

慮す る。 そ して,両 者 を比較す ることで,外 部不経済財 に対す るfirst-bestな ピ グー税率

か らsecond-best消 費 税 率を課す ことで二重 配 当効果 が もた らされ るか どうか を判 断基

準 と して分析 を行 った。Fullertonは,Sandmo(1975)の 外 部性存在下 での最適 課税の

分析 を引用 し,外 部不経済財 の最適課税 ルールに よる消費税率か ら,second-bestな 消 費

税率がfirst-bestな ピ グー税率 より高 ければ,二 重配 当仮説 は正 当化 され る可能性が ある

こ とを示 して い る。 この よ うにBovenbergandMooij,Fullerton等 の 分析 は,Sam-

dmoの 外 部不経済存在下 での最適課 税問題 を,今 日的な環境税 の問題 と して新 たな視 点

(1)最 適 課 税 問題 は初 め てRamsey(1927)が 提 起 し,DiamondandMirrlees(1971)が,理 論

を 精 緻 化 し,分 析 の 基 本 構 造 を 示 した こ とで,こ れ 以 降 大 き く展 開 した 。 最 適 課 税 理 論 の 展 開 に

つ い て は,Sandmo(1976),本 間(1982)等 の 展 望論 文 を 参 照 の こ と。

(2)Sandmoの 最 適 課税 理 論 は,消 費 財 と して 自動 車 の ガ ソ リ ンの 消 費 な どを 想 定 し,自 動 車 か ら

の 排 気 ガ スな ど に対 す る ピ グー 課 税 を 含 め た 最 適 消 費 税 率 を 導 出 して い る と位 置 づ け る こ とが 出

来 よ う。

(3)実 証 的 な 見 地 か ら行 わ れ た 議 論 に,BovenbergandGoulder(1996),Parry,Williamsand

Goulder(1999),ParryandBento(2000)な ど が あ る。
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か ら分 析を行 った ことで大 き く評 価 され る もの であ るが,様 々な問題点 も指摘 されてお

り,二 重配 当仮説の正 当性 も未解決の ままで ある。

Sandmo(2000)は,Sandmo(1975)の 外 部性存在下 の最適課税理論 の再考察 の中で,

消 費 外部性 が消費 に及 ぼす相互依 存 関係(interrelationshipbetweenexternalityand

consumption)の 問題 を考慮 し,Cremerθ'鳳(2001)が モ デル展開を行い,特 に,消 費

外部性 が 自身 の外部性 に及 ぼす影響 を需要 の環境 フ ィー ドバ ック(environmentalfeed-

backondemand)と 名 付 け,ShinotsukaandSumino(2005)の 分 析 で は,一 致条 件

(consisitencycondition)と 名 付 けて明示 的にモデル に組 み込 んでいる。

しか し,BovenbergandMooij,Fullerton等 の 二重 配 当仮説 の分 析 で は,Sandmo

の 最 適 課税率 を考 慮 した分析が一部 で は考慮 されてい る ものの,必 ず しも環境 フ ィー ド

バ ックを明示的 にモデル に組み込んで分析 して いるわ けで はな い④。

特 に,Fullertonの 分 析 は,Sandmoの 最 適課税率 を考慮す る場合,Sandmoが 加 法性

(additivityproperty)と 名 付 けた特性 を生か した逆弾力性 ルールの最適課 税モデル との

比較分析 を行 うために,暗 黙的 に需要の独立性 ・分離可能な消費外部性を仮定 し,二 重配

当仮説 の検証 がな されてい ると考え られる(5)。これ らの仮定 は最適課税 の分析 の際 には通

常頻繁 に用 い られ るが,環 境 フィー ドバ ックが捨象 されて しまう事か ら,二 重配当仮説の

検証が十分 に尽 くされな いという問題点が残 る。

さ らに,Oates(1995)が 指 摘 して いるよ うに,外 部 不経済財へ の課税 の効 果 は,同 税

が労働 イ ンセ ンティブに及 ぼす マイナスの影響 である租税交互効果(tax-interactionef-

fect)と,同 税収 を他税 の減税 にまわす こ とによる プラスの効 果で あ る税収再 循環効 果

(revenue-recyclingeffect)の2つ に分 けて考察す る必要が あると して いる。 も し前者の

マイナス効果 が後 者 のプ ラス効果 よ りも小 さい場合 には二重配 当効果 が存 在す る と考 え

た(6)。BovenbergandMooij,Fullerton等 の 分析で も,外 部不経済財への消費課税が及

ぼす労働 への影響 を取 り出 した分析 がな され てい るが,こ れ はOatesの 指 摘す る租 税交

互効果(tax-interactioneffect)を 考 慮 したに過 ぎな い(7)。つ ま り,彼 らの分析手法で あ

(4)BovenbergandMooij(1994),P,246,お よ びFullerton(1997),P,1085を 参 照 の こ と。 彼

らの 分 析 は,代 表 的 家計 を 直接 効用 関数 で表 した モ デ ル で あ る。Sandmo(2000),Cremer6'α1.

(2001)が 議 論 した 代 表 的 家 計 を 間 接 効 用 関 数 で 表 す モ デ ル を 用 い る こ とで,消 費 外 部 性 が 消 費 に

及 ぼ す 相 互 依 存 関 係 を考 慮 す る こ と が 出 来 る。 こ の よ う な 観 点 か らす れ ば,Bovenbergand

Mooijお よ びFullerton等 の分 析 に は不 十 分 な点 が残 る と考 え られ る。

(5)Fullerton(1997),P.248を 参 照 の こ と。 分 析 は,Sandmo(1975)の 逆 弾 力 性 ル ー ル を 用 い

て,first-bestな ピ グー 税 率 とsecond-bestな 消 費 税 率 との 比 較 の 中で 二 重 配 当仮 説 の正 当 性 を

検 証 して い る。

(6)Goulder(1995),Parry(1995)等 も同 様 の 指摘 を して い る。

(7)BovenbergandMooij(1994),P.1086～P.1088,Fullerton(1997),P.247で は,労 働 に 対/
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るfirst-bestな ピ グー税 率 とsecond-bestな 消 費 税 率 との大小 関係 か らの分析 で は,

Oatesの 指 摘す る税収 再循環効果(revenue-recyclingeffect)の 影 響 を明示 的分析 した

ことにはな らな い。つ ま り,最 終的 に税収再循環効果が租税交互効果を上回 り,外 部不経

済財への課税 による税収が他税への減税 に回せ ることを明示的 に示す必要性が存在す る。

本稿 の目的は,Sandmo(2000)の 環 境 フ ィー ドバ ックを,外 部性 と消費の相互依存関

係 を考慮 したCremer8'α1.(2001)の 分 析 に基づ いて明示的 に一致条件 と表 したShinot-

sukaandSumino(2005)の モ デルか ら二重配当仮説を再考察す ることであ る。

まず,(i)需 要 の独立性(independentdemands)を 仮 定 した場合,(h)分 離 可能な外部性

(separableexternalities)を 仮 定 し,環 境 フィー ドバ ックが捨象 されて しま う場合,そ し

て,㈹ 需要の独立性 および分離可能な外部性の両者を仮定す る事で,Sandmoが 名 付 けた

加法性(additivityproperty)が 外 部不経済財の最適課税率 に表れ る場合を想定す る。そ

して,こ れ ら2つ の仮定 を次 々に置 くことでSandmo(1975)モ デ ル との比較分析を試み

たFullerton等 の分析 は,Sandmo(2000)の 最 適課税 モデル に基づ いた環境 フィー ドバ ッ

クが捨象 されて しまい,二 重配 当効果の分析が十分 に尽 くされな い可能性が存在す る事を

指摘す る。

次 に,Oates(1995)が 指 摘す る租税交互効果(tax-interactioneffect)と 税 収再循環

効果(revenue-recyclingeffect)の 影 響 を考慮 した二 重配 当効果 の分析を行 うため に,

Sandmo(2000)の 環 境 フィー ドバ ックを明示的 に表 し,Cremer8'α1.(2001)の 分 析 に

基づ いて,ShinotsukaandSumino(2005)の 一 致条 件 を用 いて,税 収中立性 が成 立す

る状況 を想定す る。 そ して,外 部不経済財への課税 による税収が他税への減税 に回せ る可

能性 を示す ことで二重配 当仮説の正 当性を指摘す る。

本稿 は次の ように議論を展開す る。次節で は,Sandmo(2000)の 環 境 フィー ドバ ックを

Cremer6'認(2001)の 分 析 を考慮 し,ShinotsukaandSumino(2005)の 一 致条件 を

用 いて モデルを提示す る。第3節 で は,第2節 の モデルか ら,二 重配当効果を検証す る。

そ して,需 要 の独立性(independentdemands)お よ び分離可能 な外部性(separableex-

ternalities)の 仮 定を置 き,需 要の環境 フィー ドバ ックが捨象 され ることを示 し,こ れ ら

の仮定 と二重配 当効果の存在を検証す る。 そ して,BovenbergandMooij,Fullerton等

が 行 ったfirst-bestな ピ グー税率 とsecond-bestな 消 費税率 との大小 関係 による二 重配

当効果の分析 につ いて再考察を試み る。

＼してマイナスに働 く事のみを指摘しているに過ぎない。
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2Sandmoモ デ ル と環 境 フ ィー ドバ ック

2.1基 本 モデル

本稿で は,Sandmo(2000)の 環 境 フィー ドバ ックを明示 的にモデルに組み込むた め,

Cremer6'α1.(2001)の 分 析 に基づ いて,ShinotsukaandSumino(2005)の 一 致条 件

を用 いることに しよう。考慮す る経済 は以下の通 りで ある。分析の単純化のた めに,代 表

的家計 は同一的な選好を もつ もの と し,生 産 は1財 のみを生産す る収穫一定の生産技術の

下 で線 形の生産 関数を仮定 す る。経済 には家計の数 が η人 か らな る消費者 と2種 類 の財

が ある もの と しよ う。η は ∫財の量,そ して η財 の総量 はXゼ=η κ,と表す。労働 時間 は

κo,余 暇 は1一 κoで 表す ものとす る。負 の消費外部性が存在す ることと し,κ2の 総消費 に

よって発生す ると仮定す る。 いま消費者価格 ベク トルをp-(pO,p1,p2)と し,生 産者

価格 ベ ク トル ρ=(ρ0,ρ1,ρ2)と 記 し,所 与 とす る。労 働をニ ュメ レール に選 んで,価

格 をPo一 ρo-1と 置 く。

次 に代表的家計の効用関数 は次の ように表す。

膨 一 麗(1κ 。,κ1,κ2,X2). (1)

こ こ で 効 用 関 数 は,強 い 意 味 で 凸(strictlyconcave)で あ り,次 の よ う な 微 分 可 能 性(dif-

ferentiability)を 満 た す も の と す る 。 〃o≡ ∂〃 ∂(1一 κo)>0,殆 ≡ ∂ 麗/∂ κ∫>Ofor

∫=1,2and膨3≡ ∂屍/∂X2<0.

代 表 的 家 計 の 予 算 制 約 は 次 で 表 さ れ る 。

=賜君

2
▽
乙

=

十
〇 & (2)

ここで5は 公共部 門か らの一括所得移転(lump-sumtransfers)を 表 す。代表 的家計 は,

所 与の外部性下で(2)の 予 算制約条件下で(1)の 最 大化行動 を行 う。 したが って,κ,は 代表的

家計の最大化問題の解で ある。

生産側の変形関数 は次の ように表 され る。

　
-X
。+Σ ρ'X'-0.
'=1

(3)
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次に,公 共部門は所与の税収制約7が 存在する状況下を想定 し,従 価税を ち一Pfρ,

のように定義すれば,政 府の予算制約は次のように表される。

　 　
Σ',X,(P,X2)一 ・ Σ(乃 一ρ,)・,(P,X,)-7.④
'=1置=1

ワル ラス法則 に従え ば,7=η5が 成立す る ことに注意 しておこ う(8)。

次 に,代 表的家計 は,所 与 の価格Pと 消費外部性X2を 考慮 した上 で効用最 大化を行 う

か ら,各 需要 κ,はPとx2の 関 数 と して次 のように表す ことがで きる。

κ,一 κ,(P,X2),'-0,1,2. (5)

ここで,(5)は,Sandmo(2000)お よび,Cremer6齢1.(2001)が 議 論 した外部性 と消費

の相互依存 関係(interrelationshipbetweenexternalityandconsumption)に 相 当す

る(9)。更 に,消 費外 部性X2に 注意 して お こう。Sandmo(2000)が 議 論 した需 要 の環 境

フィー ドバ ック(environmentalfeedbackondemand)と は,Cremer6∫ 磁(2001)の

分 析 を考慮すれ ば,外 部不経済財 κ2と消費外部性X2と の相互依存関係 に着 目 した もの と

考え られ る。 したが って,消 費外部性x2は,代 表的家計がPとx2を 考 慮 した上での最適

化行動 の結果 と して生 じる必要 がある事 を意 味す る。特 に,消 費外部性x2に 関 してShi-

notsukaandSumino(2005)は,一 致条件(consistencycondition)と して次の ように

明示的 に示 した。

X2一 ηκ2(P,X2) (6)

2.2環 境 フ ィー ドバ ック と次善 問題

本節で は,Sandmo(2000)の 需 要の環境 フ ィー ドバ ックをモデルに明示 的 に表すた め

に,Cremer6'α1.(2001)の 分 析 を考慮 し,ShinotsukaandSumino(2005)の 消 費外

部性X2の 一致条件(consistencycondition)を 用 いて,政 府 による税収制約の存在す る

次善問題 を考察す る。 まず,需 要関数(5)を 効 用関数(1)に 代 入すれ ば,代 表的家計の間接効

(8)η κ、=X、 で あ る こ とを 考 慮 した 上 で,代 表 的 家 計 の予 算 制 約 式(2)を η 人 で 総計 した 式 か ら,(3)

と(4)を 差 し引 くこ とで 確 認 で き る。

(9)Sandmo(2000),P,93,Cremer6'01.(2001),P.262を 参 照 の こ と。
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用 関数 は次の ように導 出され る⑩。

"(P,-X2)一 麗(1一 κ。(P,X2),κ1(P,X2),κ2(P,X2),X2), (7)

政府 による次善問題 は,政 府予算制約(4)お よ び一致条件(consistencycondition)(6)の

両 者 の制約下 で η人の 間接効 用関数(7)の 総 計 を消費者価格 に関 して最適 化す る ことで あ

る。今,こ の問題 を ラグラ ンジュ関数を利用 して表す とすれ ば,ラ グ ランジュア ンを ∬

とすれ ば,

とな る。 ここで,β および γは,各 々,政 府の予算政府 および一致条件 に関 しての ラグラ

ンジュ乗数で ある。次 に,代 表的家計の最大化条件を考慮 した上で,こ の問題の最大化条

件 を導 出 しよう(ll)。最 大化の必要条件 は次の ようにな る。

ωCremer6'α1.(2001)の 分 析 を 参 照 の こ と。

qD代 表 的 家 計 に よ る外 部 性 を 所 与 と して 予 算 制 約(2)下 で の(1)の 最 大 化 行 動 を ラ グ ラ ン ジ ュ関 数 を

利 用 して 導 出 し,ラ グ ラ ン ジ ュ乗 数 を λとす れ ば,最 大 化 条 件 は,蜘 ≡ ∂κ/∂(1一 κo)=一 λ,

お よ び 那、≡ ∂〃 ∂κ、=λP、 と表 す こ と にす る。
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ここで,κx2≡ ∂〃 ∂X2と 定 義す る。 また,代 表的家計の予算制約(2)を 消 費者価格&と 消

費外部性x2に ついて偏微分 すれば,次 のよ うになる。

ここで,一 致 条件(6)に 注意 してお こう。 陰関数定理 に従 えば,(6)は 価 格ベ ク トルPの 関

数 と して表す ことが でき るか ら,X2(P)=η κ2(P,X2(P))と な る⑫。 これ は,外 部不 経済

財 κ2と 消費外部性X2間 に相互依存 関係 が存在 す ることを示 してい る⑱。 そ こで,一 致条

件(6)を 価 格ベ ク トルPに 関 して偏 微分すれば,

が導出され,最 終的には次のように表わすことが出来る。

Sandmo(2000)で は,ω に相当す る関係を,環 境 フィー ドバ ック(environmentalfeed-

backondemand)と 呼 んでい る。 ここで,⑭ に関 して,い くつ かの仮定 を置 くことにす

る。κ1,κ2が 粗代替財(grosssubstitutes)で あ るこ と,外 部不 経済財 κ2の 総量 か ら外

部不経済が生 じる事を除 けば通常の財で あること,そ して,外 部不経済x2は κ2に 比例 し

て増加(減 少)す るもの と仮定すれ ば,他 財価格の効果 は正で あ り,自 価格効果 は負で あ

る事か ら,X21>0,X22<0と 考 え ることが 出来 る。 ここで⑭ に関 して次の仮定を設 けて

おこう。

⑫ShinotsukaandSumino(2005)を 参 照 の こ と。

⑱Sandmo(2000)で も同 様 な 取 り扱 い が 見 られ る。
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仮 定I

Sandmoの 環 境 フ ィー ドバ ックは,外 部不経済 が各 家計が需要す る外部不経 済財 κ2に

及 ぼす影響 は,

(∂ κ21η∂-X2)〉・
⑮

を持つ。

仮定1は,外 部不経済財が,正 常財であり,他 財価格の効果は正であり,自 価格効果は

負である事か ら,環 境フィー ドバ ックを考慮 した上でも,こ れらの符号が逆転 しない範囲

でモデル分析を行う事である。つまり,⑮ は,⑭ の分母が正符号を取ることで符号が逆転

しな噸 を想定できる・(1>・ 調 であるか ら・環境 フィー ドバ・クに家計の人数

η倍 した効果は1よ り小さく,家 計に及ぼす効果を考慮 しているが,そ の効果は小さい事

を意味 している。これは,モ デル設定として,政 府が ピグー税として外部不経済を考慮 し

た上で最適課税率を導 くが,家 計が効用最大化を行う場合,外 部不経済を考慮 しないとい

う直観的な現実の経済状況の考慮と整合的である。

次に,(9)にqDを 代入すれば次が得 られる。

ただ し,',=P,一 乃 である。次 に,⑩ に⑫ を代入す れば次 となる。

さ らに,陰 関数定理 か ら,x2=x2(P)で あ ることに注意 して,Pん に関 して偏微分す れば,

(∂X2/∂Pた)で あるか ら,こ れを⑰ に乗 じることで次が得 られ る。

次 に,⑯ と⑱を加えれ ば次 とな る。
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/AT7＼

次に一致条件(6)の政 に関する偏微分G3)考慮すれば次が得 られる。

一/∂x。 ＼

3環 境 フ ィー ドバ ックと二重配当効果の可能性

本節で は,環 境 フィー ドバ ックを明示的 にモデル に内包 した上で,政 府の租税制約下で

の各税の税率変更 による税収の増減 につ いて考察す る。 ここで,再 度,二 重配当仮説 につ

いて確認 して お くことに しよう。二重配 当効果 とは,外 部不経済財への課税が外部不経済

の抑制 という資源配分の非効率性の回復効果だ けでな く,同 税収が他の税の引 き下 げを可

能 にす ることで租税の歪みを軽減す るという二重の効果を持つ ことで ある。本節の分析 に

相 当す る意 味づ けと して は次 の通 りであ る。外部不経済財 に相 当す るx2の 消費総量 に相

当す る ピグー税率 は,Sandmo(1975)及 びSandmo(2000)の 外 部性存在下での最適課

税 モデルで既 に組み込 まれて お り,第 一の配 当の部分 は考慮済みで ある。問題 は,第 二の

配 当部分の検討で ある。 これ は,Oates(1995)を は じめ として,BovenbergandMooij

(1994),Fullerton(1997)で 議 論 されてい るよ うに,未 だ明確 な結論 が得 られていない。

特 に,Oates(1995)の 指摘 に従え ば,外 部不経済財 への増税効果が どうよ うな影 響を与

え るかが不明確で ある。租税交互効果(tax-interactioneffect)の 労 働 インセ ンティブへ

の マイナス効果 によ る税 収削減効 果 と税収再循環効 果(revenue-recyclingeffect)に よ

る最終的な税収増大効果の どち らが大 きいかを吟味 しな けれ ばいけな いことにな る。

本節で は,次 のよ うな形 で議論 を進 め ることにす る。つ ま り,本 稿 モデル は,Sandmo

(2000)の 経 済モ デル に沿 って,環 境 フ ィー ドバ ックを明示 的にモデル に内包 す るか ら,
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政府には税収制約が存在 し,租 税中立的な仮定がモデルには置かれている。つまり,何 ら

かの租税を選択 し増税をすることで税収増加となるな らば,一 方では,同 時に別の租税を

選択 し減税することで税収減少とな らなければいけないという制約が存在する。 したがっ

て,二 重配当効果の第二の配当を吟味するのであれば,労 働インセンティブへの影響を考

察することな く,単 に外部不経済財への増税が税収増加をもたらし,そ して,同 時に私的

財への減税が税収減少をもたらすことを検証すれば十分であることになる。以下本節では

この議論に沿って進めることにする。

3.1一 般 的な場合1

BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の 二重配当効果の分析では,税 収

中立 的(revenue-neutral)を 仮 定 してい る。次 善問題 の中で政 府の税収制約 を前 提 とす

るところで は,課 税率の前後で政府税収 は一定 とな る。 そこで,こ こで は政府の税収制約

の条件(4)に 着 目 し,分 析を進 める。 まず,各 税の税率変更 による税収の変化を見 る必要か

ら,(4)を 各 税率 裁 に関 して微分 すれば次 のよ うになる。

さ らに,代 表的家計の効用最大化条件か ら,砲=λP2を 考 慮 し,⑳ を⑳ に代入すれば,次

の ように書 きな おす ことが 出来 る。

ただ し,μ 一(λ/β),τ 一(膨X2/膨2)と 置 けば,朋X2/β 一 ημP2(配X2〃2)一 ημP2τ

を表す。 ここで,⑳ の右辺 第2項 は,一 致条件(6)の 琉 に関す る偏微分⑬ に関連 した効果で

あ り,Sandmo(2000)の 環 境 フィー ドバ ック効果 が,税 率変更 の外部不経 済財への影響

と して明示的 に表れて いる事 に注意 して おこう。

次 に,外 部不経済財 κ2に 関す る税率 変更によ る税収変化を示すために,⑳ をP2に 関 し

て書 き直す ことに しよう。 そこで,一 致条件(6)のP2に 関す る偏微分 が,Sandmo(2000)

の 環 境 フィー ドバ ックで ある事 に注意すれ ば次の ようにな る。
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ただ し,一 ∈躍,ん=1,2を,外 部不 経済の 裁 に対 す る価格弾 力性(環 境 フ ィー ドバ ッ

ク効果の弾力性)と 定義すれ ば,

と表す ことがで きる。 ただ し,⑳ は,Sandmoの 環 境 フィー ドバ ックを表 したωを弾力性

の形で表 したもので ある事を考慮すれ ば,一 ∈x々2,ん=1,2は,一 ∈x22>0で あ る。 また,

一・
・一 一1矯 ・あノー1・2と し・通常 の財 の価格弾 力性を表す もの とす れば 一向22>0

で あ る。

さ らに,私 的財 κ1に 関す る税率変 更によ る税収変 化を示すために,⑳ をP1に 関 して書

き直せ ば次の ようにな る。

ただ し,⑭ を考慮すれ ば,∈x12>0で あ る。

また,BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の 分析 と同様 に税収 中立的

(revenue-neutral)を 仮 定 す るか ら,政 府の予算制約であ る7が 課税率の変更の前後で不
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変 で あることが条件で あるか ら,(4)を 各 財価格Pた で全微分 し,4T-0で あ るか ら,

が 得 られ る。 したが って,二 重配 当効果 が存 在す る場合,外 部不 経済財 κ2の 課税率 の増

税,4P2>0,お よ び私 的財 κ1の課税率 の減税,4P1〈0が 同時 に生 じることを意味す る

か ら,⑳ において,-4P1/4P2>0で あ れば良 い。そ こで,㈱,㈱ の各符号が正 であ る

こと,つ ま り,∂7/∂P1>0,∂7/∂P2>0で あ ればよい。⑮ か ら常 に ∂7/∂P1>0で

あ ることは明 らかで ある。㈱の符号が正で あるための十分条件 は,κ2一 τ(-Cx22)X2>0

で あ る。したが って,こ れ らをまとあれば,(1/∈x22)(κ2/X2)〉 τな らば,4P1/4P2>0

が 分 か る。 これを命題 と して要約すれ ば,次 の ようにな る。

命題1

政 府税収 中立 的の下で,ピ グー税率 が,1財 当 りに対 しての外部不経済 のP2に 対す る

価格弾力性(環 境 フィー ドバ ックの弾力性)の 逆数 よ りも小 さいもので ある時,外 部不経

済財への増税 は,私 的財の減税を もた らし,二 重配 当効果が存在す る。

ここで,命 題1を 解釈 してみ よう。結論 は,外 部不経済財への課税が二重配当効果を も

た らすか否かの判定 には,二 重配 当効果の第2の 配 当の有無の検討が不可欠で あることを

意味す る。本 モデルで は,政 府税収制約が存在 し,既 存の租税制度 には,既 に外部不経済

財 には ピグー税率が課 されて お り,第1の 配 当は存在 して いる事を前提 と して いる。そ こ

で,Oates等 が 分析 して いる外部不経済財 に対 して増税を課す ことでの増税分の税収が私

的財 の減税分 の減収 に回す ことによ るプラスの税収 再循環効 果(revenue-recyclingef-

fect)が,ど の ような条件下で存在す るかを検証 して いる。

ここで は,Oates等 が 言及す る外部不経済財への課税が労働 インセ ンティブに及ぼすマ

イナスの影響で ある租税交互効果(tax-interactioneffect)を 明 示的 に分析す る必要 は生

じない。 ただ,プ ラスの税収 再循環効 果(revenue-recyclingeffect)が 常 に存在 す る事

を保証す るもので もな い。

そこで,命 題1を 再度眺 めてみ よう。 ここで は,最 適課税論 における消費税 のSandmo

の 逆 弾力性ルール と似 た形で環境 フィー ドバ ックの条件が逆弾力性の条件の形で表 されて

いる。つ ま り,1財 当 りに対 しての環境 フ ィー ドバ ックが,ピ グー税 と比較 して小 さい も
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ので ある時,二 重配 当効果 が存在 す る事を意味 して いる。 これ は,first-bestな ピ グー税

率 と外部不経 済のP2に 対す る価格 弾力性の大小 関係 で二 重配当効果が存在す るか どうか

が検証 され るというBovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)流 の 考察 に相当す

る事 にな る。

しか し,first-bestな ピグー税率 は,κ2が 消費 され る際 に生 じる負の外部効果で決 まる

一方で
,本 論文 で定義 した外部不経済 のP2に 対す る価格弾力性 は,外 部不経済財 の特性 ・

価格 に依 存 して決 ま る。 これ らの大小 関係が,プ ラスの税収 再循環効果(revenue-recy-

clingeffect)を 常 に満たす ように決 まってい るわ けではない。 ここでは,プ ラスの税収再

循環効果の存在を示唆 し,二 重配 当効果の存在の可能性を示 した に過 ぎな い。

次節で は,命 題1で 示 され た経済状況を再解釈 し,47/4P2>0と な る条件 につ いて,

㈱ を再 考察す る。 つ ま り,Sandmo(2000)の 環 境 フィー ドバ ックを,Shinotsukaand

Sumino(2005)の 一 致条件 か ら明示的 にモデルで取 り扱い,二 重配 当効果 が存在 す る場

合の直観的な経済学的意味 につ いて考察を行 うと しよう。

3.2一 般 的な場合2

前 節で は,一 般的な場合の二重配 当効果の存在の可能性 につ いて示 した。 しか し,外 部

不経済財 にピグー税 と伴 に消費税を課税 した場合,ど の ような状況下で プラスの税収再循

環効果(revenue-recyclingeffect)が 存 在 し,二 重配 当効 果を もた らすか につ いての直

観 的 な経済 学 的解釈 に は分 析 が不 十分 で あ った。そ こで,本 節 で は,Sandmoの 環 境

フィー ドバ ックを明示的 に示 した一致条件(6)の 琉 に関す る偏微分⑬,⑭ に着 目し,政 府の

税収制約条件⑳,お よび次善問題の最適性条件⑳を再考察す ることで,ピ グー税お よび消

費税率 と二重配 当効果の関連性 につ いて検討す る。

モデルでSandmoの 環 境 フィー ドバ ックを考 慮 し,外 部不経済 財 に ピグー税 と伴 に消

費税 を課 税す る場合,プ ラスの税収再 循環効果(revenue-recyclingeffect)が 存 在 す る

な らば,税 収増加 とな る。 そこで,こ の状況を前節で導 出された㈱の符号で再解釈す るな

らば,47/4P2>0で あ る必要が ある。 ここで,㈱ を につ いて再考察す る。前節の二重配

当効果の分析 に用 いた四 に,⑳ と⑳ を考慮 して,さ らに一致条件(5)の 価 格ベ ク トルPに 関

す る偏微分⑬ で書 き換 える。最終 的に,価 格 ベ ク トルPを 外部不経済財 のP2で 書 き表す

ことで,P2に 対 する税収7の 変 化は次 とな る。
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ただ し,θ2=∫2/p2と し,外 部不経済財の税率 と定義す る。

まず,⑳ の右辺第1項 カ ッコ内を吟味 しよ う。外 部不経 済 は外部不 経済財 の増加 に比

例 して増 加す る と考 え て い るか ら,家 計 の予 算 制約 が 考慮 され れ ば,∂ κ1/∂P2>0,

∂κ1/∂X2<0,そ して,需 要の環境 フィー ドバ ック条件⑭か ら,∂X2/∂P2〈0が 分 か り,

右 辺第1項 カ ッコ内は常 に正符号を持つ ことは明 らかで ある。

次 に,右 辺第2項 カ ッコ内 につ いて吟味す る。カ ッコ内は,外 部不経済財の税率 θ2お よ

び外部不経 済財のp2価 格 弾力性(環 境 フ ィー ドバ ックの弾 力性)CX22の 大 小 関係 に依

存 して決 まる。外部不経済財の増税 によって政府税収が増加す るた めには,∂7/∂P2>0

で あ ることが必要で あるか ら,右 辺第2項 カ ッコ内が正符号で あれ ば良 い。 したが って,

(1一 θ2(一 ∈x22))>0が 条 件 とな る。

そこで,前 節で求 めた私的財 κ1に 関す る税率変更の税収変化の効果㈱か ら,常 に税収増

加の効果が見込 まれ るか ら,47/4P1>0の 符 号 を取 る。 また,税 制 中立的条件か ら導か

れ た67=0の 条 件⑳ を考慮すれ ば,⑳ か ら,(1一 θ2(一 ∈x22))>0の 条 件を満たすな ら

ば,47〃P2>0の 符 号を取 ることか ら,-4P1/4P2>0が 分 か る。 したが って,こ れ ら

の条件 を要約すれ ば,次 の命題 とな る。

命題2

政 府税収 中立 的の下で,外 部不経済財 の消費税率 が,外 部不経 済のP2に 対す る価 格弾

力性(環 境 フィー ドバ ックの弾力性)の 逆数 よ りも小 さい時,外 部不経済財への増税 は,

私 的財の減税 をもた らし,二 重配 当効果が存在す る。

命題2で 示 され た経済状況 は次の ように要約 され る。外部不経済財の税率 は,外 部不経

済 のP2に 対す る価格弾力性(環 境 フィー ドバ ックの弾力 性)の 逆数 よ りも小 さい事 を意

味す る。 これは通 常のSandmoの 逆 弾力性 ルールを用 いた最適課 税条件 に類似 した表現

で あ り,環 境 フィー ドバ ックを考慮 した最適課税条件 と考え ることが 出来 る。 この条件下

で プラスの税収再循環効果(revenue-recyclingeffect)が 存 在す る事が示 された。

この条件 は,実 際の外部不経済 のP2に 対す る価格弾力 性は,消 費税率か ら考慮 され る

弾力性 よ りも低 い事が条件で ある。つ ま り,外 部不経済財の増税 による需要の環境 フィー
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ドバ ックは小 さいものであり,外 部不経済財のP2に 対する価格弾力性か ら考慮 される外

部不経済財の減少効果と比較 して小さいものであると判断される。

したがって,外 部不経済財の増税による環境 フィー ドバ ックを含あた需要量減少効果

は,総 合的には税収の減少にはな らず,増 収をもたらすことになる。つまり,マ イナスに

働 く環境フィー ドバ ック効果が小さく,税 収循環効果がプラスに働 く範囲内にある事を意

味 している。結果として,政 府の税収増加効果として反映され,二 重配当効果が存在する

と解釈できる。

外部不経済財への課税が二重配当効果をもたらすか否かの判定には,二 重配当効果の第

2の 配当の有無の検討が不可欠である事は,命 題1で 確かめられた。 しか し,環 境フィー

ドバ ックが,ピ グー税率と外部不経済の税率変更に影響を及ぼす事について明らかにされ

ただけであった。そこで,命 題2で は,環 境フィー ドバ ックを考慮 した上で,外 部不経済

財の税率変更が,ど のような条件下で,プ ラスの税収再循環効果(revenue-recyclingef-

fect)を もたらすかについて直観的な経済学的な意味づけに関 して考察を行 ったことにな

るわけである。

3.3需 要 独 立の仮 定を置いた場 合

Sandmo(1975),(2000)の 最 適課税の分析 に基づ いて二重配 当効果 を考察 し,分 析の

中で置 かれ た様 々な仮定 が二重配 当効果 に どの ような影 響を及 ぼ して いるかを再検討 す

る。 まず,需 要独 立(independentdemands)の 仮 定 のみ を置 くことに しよ う。Boven-

bergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の 分析 で は,明 示 的 に分析 が行 われてお

らず,需 要独立(independentdemands)の 仮 定 と環境 フィー ドバ ック,お よび二重配当

効果への影響が明 らか とな るで あろう。

モデ ルで は,需 要 独立 性 の仮 定 か ら,搬 一 ∂κ,/∂Pた 一 〇for'≠ んandX21-∂X2/

∂P1=0と な るか ら,前 節 までで導 出 した各税 の税率変更 による税収 の変化㈱,㈱,お よ

び⑳ を書 き換えれ ば,
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とな る。以上か ら需要独立性だ けを仮定 した各税の税率変更 による税収の変化 は,㈱,㈱,

お よび⑳ か ら,若 干異な ってい るが,⑱ か ら,外 部不経済 のP2に 対す る価格 弾力性(環

境 フィー ドバ ックの価格弾力性)一 ∈x22の逆 数 よ りも小 さい時,二 重配 当効果 が存在す る。

⑳の右辺第2項 には,⑳ の右辺第2項 と同様 な,外 部不経済財 の税率 θ2お よび外部不

経済 のP2価 格弾力性(環 境 フィー ドバ ックの価格弾力性)一 ∈x22の 大 小関係 を決 め る項

目が含 まれている。 そ こで,命 題2と 同様に,両 者の大小関係が,(1一 θ2(一 ∈x22))>0

で あれ ば,外 部不経済財の増税 による環境 フィー ドバ ックを含 めた需要量減少効果 は,総

合 的には税収 の減少 にはな らず,増 収 を もた らす ことにな る。 つ ま り,マ イナ スの環 境

フィー ドバ ックは小 さいか ら,プ ラスの税収再循環効果 もた らされ ることにな り,二 重配

当効果が存在す ることにな る。

BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の 分析では,需 要独立性だ けを仮

定 した二重配 当仮説の考察 は明示的 には行われて いな いが,Sandmoの 環 境 フィー ドバ ッ

クの二重配 当効果への影響が,重 要な役割を果 た して いることが検証 された。

3.4分 離 可能 な外 部性 の仮 定を置いた場合

次 に,分 離可能な外部性(separableexternalities)の 仮 定のみを置 くことに しよう。

この仮定 によ り,κ,x2=∂ κ,/∂X2=0と な る。 そ こで,こ れ らを考慮 して,前 節 までで導

出 した各税の税率変更 による税収の変化㈱,㈱,お よび⑳を書 き換えれ ば,

となる。以上か ら分離可能 な外部性 のみを仮定 した各税の税率変更による税収の変化
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は,㈱,⑮,お よび⑳ か ら若干異 な って くる。二 重配当効果を持つか ど うか の判断 には,

κ,x2=∂ κ,/∂X2=0の 効 果がゼ ロ とな る事 に注意すべ きで ある。つ ま り,外 部不経 済の

P2価 格 弾力性(環 境 フ ィー ドバ ックの価格弾力性)∈X22が,通 常 の外部不 経済財 のP2

価 格弾力性 一∈22に な って しまい,Sandmoの 環 境 フィー ドバ ックはモデルか ら捨象 され

て しまう事 に着 目すべ きで ある。

したが って,通 常の外部不経 済財のP2価 格弾力性 一∈22と外部不経 済財の税率 θ2と の

大小関係で,プ ラスの税収再循環効果 もた らされ るか どうかを判断 し,二 重配当効果が存

在す るか どうかが考察 され るか ら,二 重配 当仮説の考察が,Sandmoの 環 境 フィー ドバ ッ

クが捨象 され た形で行われ ることにな る。

さて,分 離可能な外部性を仮定 した場合,二 重配 当効果が存在す るた めには,e①,eDの

各 符号 が正 であ る こと,つ ま り,∂7/∂P1>0,∂7/∂P2>0で あ れ ばよい。eDか ら,

κ1,κ2が 粗代替財(grosssubstitutes)が 仮 定 されてい ることに注意すれ ば,c12>0で

あ るか ら,∂7/∂P1>0で あ るこ とは明 らかで ある。e①の符号 が正で あるための十 分条

件 は,1τ(ηc22)>0,(1θ2(∈22))>0で あ る。 したがって,こ れ らの条件を満

たすな らば,-4P1/4P2>0と な り,二 重配 当効果が存在す ることが確認で きる。 これ ら

の条件 は,命 題1お よび命題2と 類似 して いるが,外 部不経 済の 裁 の価格弾 力性(環 境

フィー ドバ ックの価格弾力性)-Cxた2,ん=1,2は 表 れて いな い。つ ま り,分 離可能な外

部性 を仮定 した場合,Sandmoの 環 境 フィー ドバ ックが,二 重配当仮説の分析か ら捨象 さ

れて しまうことは明 らかで ある。

BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の 分析 においては,分 離可能な外

部性(separableexternalities)の 仮 定 を置 いた上 で二重配 当仮説 の考察 を行 っているが,

分 析 に影響 して いた可能性が指摘で きる。 したが って,Sandmoの 環 境 フィー ドバ ックを

明示的 に取 り扱 う事が,二 重配 当仮説の検証 には重要で あることが改 めて確認 された事 に

な る。

3.5需 要 独 立性 ・分離可能 な外部性 の仮 定を置いた場合

最後 に,BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の 二重配当仮説の検証の

中で,Sandmo(1975),(2000)の 最 適課税モデル に基づ いて行 われた分析 について再考

察 を試み ることに しよう。 そこで,需 要独立性(independentdemands)お よ び分離可能

な外部性(separableexternalities)の 両 者を仮定 した上で,ど の ような形で環境 フィー

ドバ ックと税収再循環効果が,二 重配 当効果 に影響を及 ぼすか につ いて再考察を試み る。
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需要独立の仮定か ら,撫 一 ∂▽ ∂Pた一 〇for'≠ んandX21-∂X2/∂P1-0と な り,分

離可能な外部性(separableexternalities)の 仮 定 か ら,κ,x2=∂ κノ ∂X2=0と な ること

に注意 し,前 節 までで導 出 した各税の税率変更 による税収の変化㈱,㈱,お よび⑳を書 き

換えれ ば,

お よび,

∂7
=η μκ1

∂1)1
㈱

となる。以上 か ら需要 独立性(independentdemands)お よ び分離可能 な外部性(sepa-

rableexternalities)の 仮 定 を考慮 した各税 の税率変更 に よる税収の変化 は,⑲,㈱,お

よび㈱,⑳ を合わせ た効果で ある。二重配 当効果 につ いて は,前 節 までの議論か ら明 らか

な よ うに,分 離 可 能 な外 部性(separableexternalities)の 仮 定 か ら,Sandmoの 環 境

フィー ドバ ックが捨象 されて しまい,明 示的 には二重配 当効果への影響が表われて こな い

事が重要で ある。二重配 当効果の存在の可能性 は,前 節の分離可能な外部性を仮定 した場

合 と全 く同様 とな り,本 論文で定義 された外部不経済 の 裁 の価格弾力性(環 境 フィー ド

バ ックの価格弾力性)一 ∈xた2,ん=1,2は,二 重配当効果が存在す るた めの条件 と して表

れて こな い。 しか し,代 わ りに外部不経済財の需要の価格弾力性が条件 とな って いる。

したが って,BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の 分析 において は,

需 要独立性 ・分離可能な外部性(separableexternalities)の 仮 定を置 いた上で二重配当

仮説の考察 を行 って いるが,Sandmoの 環 境 フィー ドバ ックを捨象 した中で,プ ラスの税

収再循環効果の可能性を考察 し,二 重配 当仮説の正 当性 につ いて検証 した事 にな る。

つ ま り,BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の分析 においては,需 要

独立性 ・分離可能な外部性(separableexternalities)の 仮 定を置 いた こと,特 に,分 離

可能な外部性の仮定を置 いたことが,二 重配 当仮説の検証 に大 き く影響 して いた事が指摘

で きる。言 い換えれ ば,BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 の 分析を十

分な議論 にす るためには,Sandmoの 環 境 フィー ドバ ックを明示的 に取 り扱 う事が,二 重
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配当仮説の検証には重要であることが改めて確認された事になる。

4結 語

本稿 は,BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 が 提唱 した外部不経済が

生 じる財への課税が二重配 当(double-dividend)効 果 を持つ かにつ いて再考察 を行 った。

Sandmo(2000)及 びCremer6'磁(2001)は,外 部性 と消費の相 互依存 関係(inter-

relationshipbetweenexternalityandconsumption)が 重 要 な役割 を果 たす事 に着 目

し,環 境 フ ィー ドバ ック(environmentalfeedbackondemand)をShinotsukaand

Sumino(2005)が,一 致条件(consisitencycondition)と して明示的 に最適課税 モデル

に組み込ん だ。

二重配 当仮説の検証 には,Sandmo(2000)が 名 付 けた環境 フィー ドバ ックを,Shinot-

sukaandSumino(2005)の 一 致条件を用 いて明示的 に考察す る事が重要で ある事を指摘

した。

す なわち,Sandmo(2000)が 名 付 けた環境 フ ィー ドバ ックを一致条件 として明示 した

モデルで は,ピ グー税 と消費税 との間の大小関係 に影響 し,二 重配当効果が存在す る条件

を規定す る重要な要因で あることが示 され た。

また,Sandmoが 想 定 した2つ の仮定,(i)需 要 独立性(independentdemands),お よ

び(11)分離 可能な外部性(separableexternalities)が,環 境 フィー ドバ ックに関わ って く

ることが分か った。特 に価分離可能な外部性を仮定 した場合で は,環 境 フィー ドバ ックが

捨象 されて しまい,プ ラスの税収再循環効果 にどの ような影響を及ぼすかが明示的 に考察

されず,二 重配 当効果の存在の検証 に問題点が残 る事が示 され た。

BovenbergandMooij(1994),Fullerton(1997)等 が 試 みた二重配 当仮説 の検 証で

は,第1に,環 境 フィー ドバ ックが モデル に明示的 に組み込 まれて いな い問題点が指摘で

きる。 さ らに,第2に,Sandmo(1975)に お ける加法性 の特性 を生 か した逆 弾力性ルー

ルの モデル との比較の 中で,需 要独立性 ・分離可能な外部性の両方を仮定 し,環 境 フィー

ドバ ックが捨象 されて しまって いる。 したが って,二 重配 当効果が存在す るか否かの判断

を行 う際,最 終的 に重要 とな るプラスの税収再循環効果を もた らすか どうかの考察が十分

にな されて いな い可能性が ある。
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